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○土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号）（抄） 

 

  第一章 総則  

（目的）  

第一条 この法律は、土壌の特定有害物質による汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染

による人の健康に係る被害の防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染対策の実

施を図り、もって国民の健康を保護することを目的とする。  

（定義）  

第二条 この法律において「特定有害物質」とは、鉛、砒素、トリクロロエチレンその他の物

質（放射性物質を除く。）であって、それが土壌に含まれることに起因して人の健康に係

る被害を生ずるおそれがあるものとして政令で定めるものをいう。  

２ この法律において「土壌汚染状況調査」とは、次条第一項、第四条第二項及び第五条の土

壌の特定有害物質による汚染の状況の調査をいう。  

第二章 土壌汚染状況調査  

（使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地であった土地の調

査）  

第三条 使用が廃止された有害物質使用特定施設（水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三

十八号）第二条第二項に規定する特定施設（次項において単に「特定施設」という。）で

あって、同条第二項第一号に規定する物質（特定有害物質であるものに限る。）をその施

設において製造し、使用し、又は処理するものをいう。以下同じ。）に係る工場又は事業

場の敷地であった土地の所有者、管理者又は占有者（以下「所有者等」という。）であっ

て、当該有害物質使用特定施設を設置していたもの又は次項の規定により都道府県知事か

ら通知を受けたものは、環境省令で定めるところにより、当該土地の土壌の特定有害物質

による汚染の状況について、環境大臣が指定する者に環境省令で定める方法により調査さ

せて、その結果を都道府県知事に報告しなければならない。ただし、環境省令で定めると

ころにより、当該土地について予定されている利用の方法からみて土壌の特定有害物質に

よる汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそれがない旨の都道府県知事の確認を受け

たときは、この限りでない。  

２ 都道府県知事は、水質汚濁防止法第十条の規定による特定施設（有害物質使用特定施設で

あるものに限る。）の使用の廃止の届出を受けた場合その他有害物質使用特定施設の使用

が廃止されたことを知った場合において、当該有害物質使用特定施設を設置していた者以

外に当該土地の所有者等があるときは、環境省令で定めるところにより、当該土地の所有

者等に対し、当該有害物質使用特定施設の使用が廃止された旨その他の環境省令で定める

事項を通知するものとする。  

http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%94%aa&REF_NAME=%90%85%8e%bf%89%98%91%f7%96%68%8e%7e%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%94%aa&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%94%aa&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000001000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%94%aa&REF_NAME=%90%85%8e%bf%89%98%91%f7%96%68%8e%7e%96%40%91%e6%8f%5c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001000000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001000000000000000000000000000000
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３ 都道府県知事は、第一項に規定する者が同項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

したときは、政令で定めるところにより、その者に対し、その報告を行い、又はその報告

の内容を是正すべきことを命ずることができる。  

４ 第一項ただし書の確認を受けた者は、当該確認に係る土地の利用の方法の変更をしようと

するときは、環境省令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を都道府県知事に届け

出なければならない。  

５ 都道府県知事は、前項の届出を受けた場合において、当該変更後の土地の利用の方法から

みて土壌の特定有害物質による汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそれがないと認

められないときは、当該確認を取り消すものとする。  

（土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行われる場合の調査）  

第四条 土地の掘削その他の土地の形質の変更（以下「土地の形質の変更」という。）であっ

て、その対象となる土地の面積が環境省令で定める規模以上のものをしようとする者は、

当該土地の形質の変更に着手する日の三十日前までに、環境省令で定めるところにより、

当該土地の形質の変更の場所及び着手予定日その他環境省令で定める事項を都道府県知事

に届け出なければならない。ただし、次に掲げる行為については、この限りでない。  

一 軽易な行為その他の行為であって、環境省令で定めるもの  

二 非常災害のために必要な応急措置として行う行為  

２ 都道府県知事は、前項の規定による土地の形質の変更の届出を受けた場合において、当該

土地が特定有害物質によって汚染されているおそれがあるものとして環境省令で定める基

準に該当すると認めるときは、環境省令で定めるところにより、当該土地の土壌の特定有

害物質による汚染の状況について、当該土地の所有者等に対し、前条第一項の環境大臣が

指定する者（以下「指定調査機関」という。）に同項の環境省令で定める方法により調査

させて、その結果を報告すべきことを命ずることができる。  

（土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがある土地の調査）  

第五条 都道府県知事は、第三条第一項本文及び前条第二項に規定するもののほか、土壌の特

定有害物質による汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそれがあるものとして政令で

定める基準に該当する土地があると認めるときは、政令で定めるところにより、当該土地

の土壌の特定有害物質による汚染の状況について、当該土地の所有者等に対し、指定調査

機関に第三条第一項の環境省令で定める方法により調査させて、その結果を報告すべきこ

とを命ずることができる。  

２ 都道府県知事は、前項の土壌の特定有害物質による汚染の状況の調査及びその結果の報告

（以下この項において「調査等」という。）を命じようとする場合において、過失がなく

て当該調査等を命ずべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく

公益に反すると認められるときは、その者の負担において、当該調査を自ら行うことがで

きる。この場合において、相当の期限を定めて、当該調査等をすべき旨及びその期限まで
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に当該調査等をしないときは、当該調査を自ら行う旨を、あらかじめ、公告しなければな

らない。  

  第三章 区域の指定等  

   第一節 要措置区域  

（要措置区域の指定等）  

第六条 都道府県知事は、土地が次の各号のいずれにも該当すると認める場合には、当該土地

の区域を、その土地が特定有害物質によって汚染されており、当該汚染による人の健康に

係る被害を防止するため当該汚染の除去、当該汚染の拡散の防止その他の措置（以下「汚

染の除去等の措置」という。）を講ずることが必要な区域として指定するものとする。  

一 土壌汚染状況調査の結果、当該土地の土壌の特定有害物質による汚染状態が環境省令

で定める基準に適合しないこと。  

二 土壌の特定有害物質による汚染により、人の健康に係る被害が生じ、又は生ずるおそ

れがあるものとして政令で定める基準に該当すること。  

２ 都道府県知事は、前項の指定をするときは、環境省令で定めるところにより、その旨を公

示しなければならない。  

３ 第一項の指定は、前項の公示によってその効力を生ずる。  

４ 都道府県知事は、汚染の除去等の措置により、第一項の指定に係る区域（以下「要措置区

域」という。）の全部又は一部について同項の指定の事由がなくなったと認めるときは、

当該要措置区域の全部又は一部について同項の指定を解除するものとする。  

５ 第二項及び第三項の規定は、前項の解除について準用する。  

（汚染の除去等の措置）  

第七条 都道府県知事は、前条第一項の指定をしたときは、環境省令で定めるところにより、

当該汚染による人の健康に係る被害を防止するため必要な限度において、要措置区域内の

土地の所有者等に対し、相当の期限を定めて、当該要措置区域内において汚染の除去等の

措置を講ずべきことを指示するものとする。ただし、当該土地の所有者等以外の者の行為

によって当該土地の土壌の特定有害物質による汚染が生じたことが明らかな場合であって、

その行為をした者（相続、合併又は分割によりその地位を承継した者を含む。以下この項

及び次条において同じ。）に汚染の除去等の措置を講じさせることが相当であると認めら

れ、かつ、これを講じさせることについて当該土地の所有者等に異議がないときは、環境

省令で定めるところにより、その行為をした者に対し、指示するものとする。  

２ 都道府県知事は、前項の規定による指示をするときは、当該要措置区域において講ずべき

汚染の除去等の措置及びその理由その他環境省令で定める事項を示さなければならない。  

３ 第一項の規定により都道府県知事から指示を受けた者は、同項の期限までに、前項の規定

により示された汚染の除去等の措置（以下「指示措置」という。）又はこれと同等以上の
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効果を有すると認められる汚染の除去等の措置として環境省令で定めるもの（以下「指示

措置等」という。）を講じなければならない。  

４ 都道府県知事は、前項に規定する者が指示措置等を講じていないと認めるときは、環境省

令で定めるところにより、その者に対し、当該指示措置等を講ずべきことを命ずることが

できる。  

５ 都道府県知事は、第一項の規定により指示をしようとする場合において、過失がなくて当

該指示を受けるべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益

に反すると認められるときは、その者の負担において、指示措置を自ら講ずることができ

る。この場合において、相当の期限を定めて、指示措置等を講ずべき旨及びその期限まで

に当該指示措置等を講じないときは、当該指示措置を自ら講ずる旨を、あらかじめ、公告

しなければならない。  

６ 前三項の規定によって講ずべき指示措置等に関する技術的基準は、環境省令で定める。  

（汚染の除去等の措置に要した費用の請求）  

第八条 前条第一項本文の規定により都道府県知事から指示を受けた土地の所有者等は、当該

土地において指示措置等を講じた場合において、当該土地の土壌の特定有害物質による汚

染が当該土地の所有者等以外の者の行為によるものであるときは、その行為をした者に対

し、当該指示措置等に要した費用について、指示措置に要する費用の額の限度において、

請求することができる。ただし、その行為をした者が既に当該指示措置等に要する費用を

負担し、又は負担したものとみなされるときは、この限りでない。  

２ 前項に規定する請求権は、当該指示措置等を講じ、かつ、その行為をした者を知った時か

ら三年間行わないときは、時効によって消滅する。当該指示措置等を講じた時から二十年

を経過したときも、同様とする。  

（要措置区域内における土地の形質の変更の禁止）  

第九条 要措置区域内においては、何人も、土地の形質の変更をしてはならない。ただし、次

に掲げる行為については、この限りでない。  

一 第七条第一項の規定により都道府県知事から指示を受けた者が指示措置等として行う

行為  

二 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為であって、環境省令で定めるもの  

三 非常災害のために必要な応急措置として行う行為  

（適用除外）  

第十条 第四条第一項の規定は、第七条第一項の規定により都道府県知事から指示を受けた者

が指示措置等として行う行為については、適用しない。  

   第二節 形質変更時要届出区域  

（形質変更時要届出区域の指定等）  
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第十一条 都道府県知事は、土地が第六条第一項第一号に該当し、同項第二号に該当しないと

認める場合には、当該土地の区域を、その土地が特定有害物質によって汚染されており、

当該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区域として指定す

るものとする。  

２ 都道府県知事は、土壌の特定有害物質による汚染の除去により、前項の指定に係る区域（以

下「形質変更時要届出区域」という。）の全部又は一部について同項の指定の事由がなく

なったと認めるときは、当該形質変更時要届出区域の全部又は一部について同項の指定を

解除するものとする。  

３ 第六条第二項及び第三項の規定は、第一項の指定及び前項の解除について準用する。  

４ 形質変更時要届出区域の全部又は一部について、第六条第一項の規定による指定がされた

場合においては、当該形質変更時要届出区域の全部又は一部について第一項の指定が解除

されたものとする。この場合において、同条第二項の規定による指定の公示をしたときは、

前項において準用する同条第二項の規定による解除の公示をしたものとみなす。  

（形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更の届出及び計画変更命令）  

第十二条 形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更をしようとする者は、当該土地

の形質の変更に着手する日の十四日前までに、環境省令で定めるところにより、当該土地

の形質の変更の種類、場所、施行方法及び着手予定日その他環境省令で定める事項を都道

府県知事に届け出なければならない。ただし、次に掲げる行為については、この限りでな

い。  

一 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為であって、環境省令で定めるもの  

二 形質変更時要届出区域が指定された際既に着手していた行為  

三 非常災害のために必要な応急措置として行う行為  

２ 形質変更時要届出区域が指定された際当該形質変更時要届出区域内において既に土地の

形質の変更に着手している者は、その指定の日から起算して十四日以内に、環境省令で定

めるところにより、都道府県知事にその旨を届け出なければならない。  

３ 形質変更時要届出区域内において非常災害のために必要な応急措置として土地の形質の

変更をした者は、当該土地の形質の変更をした日から起算して十四日以内に、環境省令で

定めるところにより、都道府県知事にその旨を届け出なければならない。  

４ 都道府県知事は、第一項の届出を受けた場合において、その届出に係る土地の形質の変更

の施行方法が環境省令で定める基準に適合しないと認めるときは、その届出を受けた日か

ら十四日以内に限り、その届出をした者に対し、その届出に係る土地の形質の変更の施行

方法に関する計画の変更を命ずることができる。  

（適用除外）  

第十三条 第四条第一項の規定は、形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更につい

ては、適用しない。 

第十四条～第六十九条 (略) 


